
京田辺市立コミュニティホールの管理、運営等に関する規則 

昭和６２年１月５日 

規則第２号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、京田辺市立コミュニティホール（以下「コミュニティホ

ール」という。）の管理、運営等に必要な事項を定めるものとする。 

（開館期間及び時間） 

第２条 コミュニティホールの開館期間及び時間は、次のとおりとする。 

（１） 開館期間 １月４日～１２月２８日 

（２） 開館時間 ９時～２２時 

２ 前項の規定にかかわらず市長が特に認めた場合は、開館時間を変更し、臨

時に休館日を設けることができる。 

（使用許可の申請） 

第３条 コミュニティホールの施設又は附属設備を使用しようとする者（以下

「申請者」という。）は、京田辺市コミュニティホール使用許可申請書（別

記様式第１号。以下「使用許可申請書」という。）を使用しようとする日（以

下「使用日」という。）の属する月の３か月前の月の１日から使用日の１０

日前までの間に市長に提出しなければならない。ただし、市長が特別の理由

があると認めるときは、この限りでない。 

２ 申請者は、使用許可申請書の提出に代えて、インターネットを利用したシ

ステムを通じて使用許可申請書に記載すべき事項その他市長が定める事項を

送信することにより、申請することができる。 

第４条 削除 

（使用許可の順序） 

第５条 コミュニティホールの使用許可は、申請の順序により行うものとする。 

（使用許可証の交付） 

第６条 市長は、使用を許可したときは、京田辺市コミュニティホール使用許

可証（別記様式第２号。以下「使用許可証」という。）を申請者に交付する

ものとする。ただし、市が主催し、又は共催する会議又は事業については、

使用許可証の交付を省略することができる。 



２ 市長は、第３条第２項の規定による申請について使用を許可したときは、

申請者に許可した旨その他必要な事項を市長が定める電磁的方法により通知

するものとする。 

３ 第１項の規定により使用許可証の交付を受けた者又は前項の規定による通

知を受けた者は、使用の際常に使用許可証又は前項の規定による通知を受け

たことが分かるものを携帯し、職員の請求があるときは、これを提示しなけ

ればならない。 

（使用料の減免） 

第７条 市長は、コミュニティホールの使用料について、別表に掲げる基準に

より減免することができる。 

２ 別表に規定する区分２から５までに該当し、使用料の減免を受けようとす

る者は、使用許可申請書に減免を受けようとする理由を記入の上、必要書類

を添えて、市長に提出しなければならない。 

（使用料の納付） 

第８条 使用料は、使用の日の７日前までに納付しなければならない。ただし、

市長が特別の理由があると認めるときは、納付すべき期限を別に指定するこ

とができる。 

（使用者及び入場者の守るべき事項） 

第９条 使用者及び入場者は、次の事項を守らなければならない。 

（１） 飲食をし、喫煙をし、又は火気を使用しないこと。ただし、軽微な

飲食で、市長の承認を受けたときは、この限りでない。 

（２） 物品の販売、団体等への勧誘、営業活動、寄附の募集その他これら

に類する行為をしないこと。ただし、市長の承認を受けたときは、この限

りでない。 

（３） 他人の迷惑になる行為をしないこと。 

（４） 場内を不潔にしないこと。 

（５） その他職員の指示に従うこと。 

２ 市長は、前項の規定に違反した者に対し、使用を禁止し、退去を命じ、そ

の他必要な措置をとることができる。 

（汚損、破損等の届出） 



第１０条 使用者又は入場者は、施設、器具等を汚損し、破損し、又は滅失し

たときは、直ちに市長にその旨を届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出があった場合において、当該届出をした使

用者又は入場者について汚損、破損又は滅失の事実を認めたときは、その者

に期限を定めて現品又は相当の代価の賠償を請求することができる。 

（職員の立入り） 

第１１条 職員は、管理上必要があると認めるときは、使用中であっても場内

に立ち入ることができる。この場合において、使用者は、これを拒むことが

できない。 

（使用後の点検） 

第１２条 職員は、使用者の立会いのもと、使用後の点検を行うことができる。

この場合において、使用者は、これを拒むことができない。 

２ 使用者は、前項の点検の結果、職員から指示を受けた場合は、これに従わ

なければならない。 

（委任） 

第１３条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成６年１１月３０日規則第３３号） 

この規則は、平成６年１２月１日から施行する。 

附 則（平成２１年３月１１日規則第６号） 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第２条の改正規定は、平成２

１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年６月２５日規則第５４号） 

この規則は、平成２７年７月１日から施行する。 

附 則（令和８年３月３０日規則第２１号） 

この規則は、令和８年６月１日から施行する。ただし、第４条の改正規定、

第５条第２項及び第３項を削る改正規定並びに第７条に１項を加える改正規定

は、同年３月３０日から施行する。 

別表（第７条関係） 



区分 基準 減免額 

１ 市が主催する会議又は事業 全額 

２ 区又は自治会が主催する会議又は事業 全額 

３ 市が共催し、又は後援する会議又は事業 全額 

４ 市以外の官公署がその主たる目的のため

に直接行う会議等に使用する場合 

半額 

５ その他市長が特別の理由があると認める

場合 

市長が相当と認める額 



 



 



別記様式第１号（第３条関係） 

様式第２号（第６条関係） 

 


